
地域人材ネット

( )

○ 登録者情報

所在地

福井県敦賀市

消滅可能性都市脱却請負人

前川　和治 まえがわ　かずはる

神奈川県真鶴町　地域振興官房長



略歴

著書・論文等

○

取組の内容

消滅可能性都市脱却請負人

私「消滅可能性都市請負人」は、人口減少・産業衰退・若者流出などの課題を抱える地域に入り、“人が集まるま
ち”へと変えることを請け負う実行者です。

① 地域の「埋もれた価値」を掘り起こす
特産品、文化、風土、人材、産業の種など、地域が本来持っている魅力を最大限に引き出し、磨き上げ、「選ばれ
る価値」にします。
② 人・お金・関係人口を呼び込む仕組みをつくる
ふるさと納税の強化、地域商社の立ち上げ、観光・体験商品の開発、情報発信やブランディングを通じて、地域の魅
力を地域の力で全国へ届け、人・お金・関係人口が継続的に集まる流れをつくります。
③ 地域の中に“稼ぐ構造”をつくり、つなげていく
一時的なイベントではなく、新しい事業、売上、雇用を生み出し、お金と仕事が地域内で循環する持続的な仕組み
を構築します。
④ 市民全員参加型の事業を実施する
子どもから大人まで参画できる事業を創出し、地域全体が主役となるまちづくりを進めます。
日本のすべての自治体には「伸びしろ」しかありません。地域の魅力を、地域の力で全国へ届けていきましょう！

【主な経歴】
2007年～2023年　 福井県敦賀市議会議員として4期16年間在任
2020年～現在　　  福井県　ブランド大使
2023年～現在　　  広島県竹原市　コンテンツプランナー
2023年～現在　 　 株式会社新朝プレス　ふるさと納税事業部　地域開発ディレクター
2024年～現在　 　 広島県竹原市　たけはらPR大使
2025年～現在　 　 神奈川県真鶴町　地域産業振興官
2026年～現在　　　地域力創造アドバイザー

【受賞歴】
2020年　マニフェスト大賞受賞
2020年　マニフェスト大賞プレゼン大会優勝

ワークショップの様子 セミナーの様子



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

私がこれまで関わってきたすべての自治体において、ふるさと納税の寄附額は過去最高額を更新し、前例
のない成長を実現してきました。これは単なる一時的な増加ではなく、戦略設計、返礼品開発、情報発
信、事業者連携を組み合わせた継続的な取り組みの成果です。

寄附の拡大に伴い、地域に関心を持ち、継続的につながる「関係人口」も大きく増加しました。地域産品
のファンやリピーターが増え、寄附をきっかけに新たなご縁と人の流れが生まれています。

私の取り組みは寄附額の向上だけを目的とせず、地域の魅力が正しく伝わり、事業者が元気になり、自治
体の未来につながる仕組みづくりを重視しています。その結果、地域経済の活性化や地場産業の認知向
上といった波及効果も生まれています。

これらの実績は再現性のあるモデルとして確立されつつあり、他地域でも応用可能な地域活性化の手法と
して採用されています。

地域内の市民、事業者、自治体職員を一体化させ、市民全員参加型のふるさと納税を実施することで、
地域のすべての人々が自分ごととして「消滅可能性都市」であるという実情を受け止め、その脱却に向けた
努力を市民全員で行うことを工夫して実現しています。

「消滅可能性都市脱却請負人」として、人が集まるまち、選ばれるまちを実現するため、地域の魅力を地
域の力で全国に発信してきました。私は日本のすべての自治体には伸びしろしかないと信じています。一緒
に新しい景色をつくりましょう。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

○ 6次産業化 ○ 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

○ 経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 ○ 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

○ 地場産品発掘・販路開拓 ○ 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

地域中核企業等の支援 その他

○ その他 ふるさと納税の支援

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

○ 集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 ○ DMOとの連携

避難所運営 ○ 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

○ 滞在・活動の場づくり ○ 起業・事業承継等支援

○ 地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 ○ 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 その他

働き方改革 ○ ふるさと教育

子どもの貧困対策 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

官民連携（PPP・PFI） ○ メディア活用策

○ 自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR

財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

住民参加 その他

その他

EBPMに基づく政策立案

メールアドレス kazuharumaegawa〔アットマーク〕gmail.com


